
公用車の電気自動車等への転換推進について（案）

① 背景・目的
2050 年までのゼロカーボンシティの実現に向けて、市事業から排出する温室効果ガスを

削減するとともに、市民に対して率先行動を示すため、国・東京都の補助金が活用できる
令和４年度から令和５年度にかけて、公用車のガソリン車から電気自動車への転換を推進
する。

② 目標
以下に該当しない公用車９台（裏面参照）を電気自動車に転換し、特殊車両を除く公用
車の 50％を低公害車とする。
ただし、転換の対象外とする車両であっても、対象期間に各車両に求められる仕様を満

たし、かつ補助金の活用が見込めるものは転換を検討する。
（転換の対象外とする車両）
・特殊自動車及びトラック
・有事平時問わず、急速な燃料補給、既存の電気自動車の仕様を超える積載量・走行距離
等を要する車両 等

③ 対象期間
電気自動車及び充電設備が、国のクリーンエネルギー自動車導入促進補助金及び東京都

市町村総合交付金の対象となる令和４年度から令和５年度までを目標期間とする。ただし、
この間に、業務に必要な仕様の電気自動車が販売されない等により、調達が著しく困難な
場合は、補助金制度の実施動向等を踏まえ再度目標年度を検討する。

④ 目標達成後の状況
目標が達成された場合、公用車の種別内訳は以下のとおりとなり、特殊車両を除く 50％

が低公害車となる。
＜目標年度における車種別台数の推移＞
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⑤ 費用（補助対象外経費）
上記補助金により、充電設備・車両の費用は発生しない(10/10 補助)が、カーナビ等の

付属品等については、補助対象外のオプションとなり、市の負担が発生する。補助対象外
経費は１台あたり 300,000 円（軽量貨物車）から 500,000 円（普通乗用車）を見込む。

⑥ 対象車両と転換予定年度
【令和４年度】

※ 令和４年 4月１日時点

【令和５年度】（すべてミニバンへの転換を予定）

※１ 令和 5年４月１日時点
※２ 令和４年度の車両調達が困難なことから、令和 5年度までリースを延長することを想定

【転換の対象外とする車両】

※ 令和４年４月１日時点

No 所管課 登録番号 車名 所有※/リース期間 備考

1 福祉政策課 多摩 303 さ 718 マツダプレマシー 所有(４年) 日産リーフへ

No 所管課 登録番号 車名 所有※1/リース期間 備考

2 課税課 多摩 580 ま 1036 ホンダNボックス ～R4.6.18※2

3 学校教育課 多摩 480 せ 8061 スズキエブリィ ～R4.6.24※2 給食センター

4 学校教育課 多摩 480 さ 288 三菱ミニキャブバン ～R4.5.9※2

5 公民館 多摩 480 け 9845 ダイハツハイゼットカーゴ ～R4.3.31※2 西河原公民館

6 児童育成課 多摩 480 た 3548 スズキエブリィ 所有(５年)

7 施設課 多摩 480 け 9834 スズキエブリィ ～R5.3.31※2

8 高齢障がい課 多摩 580 め 1162 ダイハツミライース 所有(６年)

9 指導室 多摩 480 こ 1190 スズキエブリィ ～R5.5.31

No 所管課 登録番号 車名 所有※/リース期間 備考

1 下水道課 多摩 41 こ 9838 スズキエブリィ 所有(18 年)

2 安心安全課 多摩 400 に 714 トヨタプロボックス ～R4.8.1

3 学校教育課 多摩 400 ぬ 8775 トヨタプロボックス 所有(１年)

4 環境政策課 多摩 400 ぬ 9776 日産NV 所有(１年)

5 健康推進課 多摩 480 つ 3361 スズキエブリィ 所有(２年)

6 道路交通課 多摩 480 ち 2616 スズキエブリィ 所有(３年)

7 道路交通課 多摩 480 た 1790 スズキエブリィ 所有(５年)

8 整備課 多摩 480 き 6722 スズキエブリィ ～R5.1.31

9 納税課 多摩 400 に 53 トヨタプロボックス ～R8.6.2

10 道路交通課 多摩 480 た 4737 トヨタタウンエース 所有(17 年)

11 福祉相談課 多摩 400 な 6585 トヨタサクシード ～R4.6.30


